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Various formulae for determining local eartl即 lakemagnitude (M) using the P---F dura-

tion time were proposed by many seismologists in the world. According to Wa tanabe (1973)， 

parameters in the formula are a function of characteristics of seismometer and local 

geology near the seismic station. As a matter of fact. the formulae proposedby many seis-

mologists differ remarkably from case to case. 

1n view of the evidence， the following formulae of determining magnitude of earth-
quakes occurring in the southern part. of central Japan are derived: 

M=  3.7510g Td -4.07 (for short period seismograph whose magnifica:tion is 
10，000 and more)， and 
M=  4.1410g Td -4.18 (for short period seismograph whose magnification is 

about 1，000)， 
where Td is the duration of an earthquake recOrd in second. 

Theformulae are applicable to local events whose epicentral distance is shorter 

than 300 Km ai1dwhose magnitude 1---472". 

~ 1. まえがき

地震記録継続時間(P--F)I!l.よる地震規模 (M)の

決定はこれまでに多くの人々忙よって試みられ，若

干の機関ではこの方法を実用している(Bi s tricsany 

(1958)， Solov'ev (1965)，津村(1967)，堀(1968)，

Oh take (1970)，越川ら(1971)，服部ら(1971)，同

中ら (1971)，C rossn (1971)， Lee et al (1971) ，堀

(1973)，渡辺悌(1973)，岡山ら (1977)).

高倍率地震計Kよる観測では，しばしば，スクー

ノレアクトして最大振幅が験測できないことが起る.

このような場合でもP--Fは，たいてい測定可能で

* Rec巴ived Oct. 24， 1981. 
材気象庁地震課

あり，したがってMが求められる・ e これがこの方法

の便利な点である.

気象庁では各地忙高倍率地震計を設置し，センタ

ーにテレメータするよう Kなった.このテレメータ

記録から緊急、I!l.Mを含めた震源要素を決定するよう

にしているが，最大振幅が験槙Ijできなし、ことがある.

しかし，P--Fはたいていの場合測定可能であるので

高倍率地震計記録によるMの決定はP--F時間Kよ

るほうが有利のよう K考えられる.

渡辺(1973)によれば，P---FとMの関係は地震計

り特性，観視Ij点K関係するらしい.事実，津村の式

(1967) I!l.よって東海地域の地震活動監視のための

テレメータ記録から求めたMと，最大振幅から決め'

た対応する地震K対するMの間Kは，系統的な差異
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第 1- 2号

上記のよう K気象庁決定のMと，津村の式から P

-F/fCよって求めたMとの間Kは系統的な差異が認

められたことと(この原因は不明である)，小さな地

震に対しては気象庁決定のMの数は十分でないこと

などから，国立防災センターや名古屋大学決定のM

を使用すること忙した.

第 46巻

そこで，東海地震活動監視用観測網構成各観測点

用のP-F-M関係式の決定を試みた結果，一応満

足する成果が得られたのでここに報告する次第であ

る.

報時震験2 

が存在するよう Kみえた.

はじめKこれら 2機関が決めたMと気象庁決定の

Mの間K系統的な差異がなL、か否か調べてみた.

Fig.2は防災センターがP-Fから決めたMp_F

と気象庁決定のM]との関係を示す図で， 横軸は気

象庁i吟縦軸は吟-Fーめである.また Fig.3 
は同じく防災センターが渡辺の式 (1973)から求め

たMWとめの関係を示すもので・ある。吟とMp-F

とは誤差の範囲内で良く一致していると言えるの

K対し，MWはめよりわずかであるが系統的K小

さいようである。このことはFig.4VL示すMp-Fと

MWとの関係からも明らかであるo

Fig.5は名古屋大学決定の地震規模MNとMJと

の関係を示すものである.M3-4の範囲のMJは，

MNよりも系統的K大きく出ていることがこの図か

らわかる。防災センタ一決定の吟-F.MWと

名古屋大学決定のMNVCついて同様な比較を行った.

結果はFig.6， 7 /fC示す.図から明らかのように，

MNとMp-Fの間Kは系統的な差異は認められな

いが MNとMWとの間 Kは，M]とMp__ F， Mp 

-FとMWとの間K認められた系統的差異と同じ

~ 2. 使用データ

1979年6月から約 1か年間K東海および関東地方

K発生し，テレメータ網で震源要素の決定できた約

1，000の地震の各地点のP--F時間をP-F-M関

係式決定K使用した.これらの地震の震央分布を

Fig. 1 VC示す.

、

Fig.1. Distribution of earthquakes used in the study・
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using P-P by the National Research Center for 
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の始まりから記録がノイズレベノレ程度Kなる所までの

長さをmrn単位で測定した.測定は 3人で独立K行な

われたが，測定の個人差は測定した長さの10%以内

である.測定対象の地震は，昭和54(1979)年 6月

から約 1年間K東海地方および関東地方南部K発生

したMl--4の浅いもの約1.000，測定した P--F

P~F による地震規模の決定一市川・神林

ともあれ，何れの値がもっとも信頼しうるものか

わからないので，上記4つの値の平均値をもって基

準のMとす石こと Kする.

地震の記録は，紙送り 1分間 100nnnの熱ベン記録

器Kとられている.地震記録継続時間としては，そ

D門

傾向の差異が認められる.
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Fig.3. Discrepancy between magnitude MW  determined 

using maximum amplitude of veloci ty by NRCDP and 

magni tude MJ VS. MJ ・
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は約 2，000である.

~ 3.結果

験震時報第 46巻第 1~ 2号
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~ 2.vc述べた資料KよってM--Td(=P--F)の関

係式

M=α十 hlog Td 

の係数bおよび定数αを千倍級および万倍級地震計

別に最小自乗法で計算した.次VC，求めた α hを

使って，各地震のMを計算したどころ，最大振幅に

よるM(基準M値)との間K系統的な差異が存在す

ることがわかった.その理由として， i)震央距離

(J)の項が入っていない， ii) α h決定K使った

Mの大部分が3前後のものである，が考えられる.

そこで Jの項を入れたり，計算K使用するMの数

( 0.1単位ごとのMの回数)を考慮して最小自乗処

理してみたが，満足すべき結果は得られなかった.

そこで，はじめK求めたα hを少しづっ変え，

M1--4の範囲で基準Mと系統的な異差を生じない

ような結果を与える α hを求めるよう Kした.そ

の結果，次の式が得られたo

M=3.75 log Td.-4.90 (万倍級地震計用)，

M=  4.14 log Td -5.10 (千倍級地震計用). 

ただし， Tdは1分間100mmの紙送りの記録紙上で

nnn単位で測ったP--F時間である.P--Fを秒単位

で測った場合Kは，下のよう Kなる.

M = 3. 75 log T d -4. 07 ， 

M = 4.14 log Td -4. 18 . 

基準Mと上式で求めた平均Mとの差異色Mとの関

係をFig.8 vc示す.この図から明らかのように，M

1--4の範囲で両者の聞には系統的な差異は存在し

ない.Fig.9は気象庁決定のMと上式によって求め

たMとの聞の差異を示すものである.この場合，今

回決定したMは 21f2 --3 1f2 の範囲で多少小さくな
っているようであるが，津村の式で求めた場合(Fig

10)ほど顕著な系統的差異は認められない.

なお，本式の適用範囲はM1--4 ~ら， J < 300 
-4ー



P-F による地震規模の決定一市I11・神林 5 

h程度である.また，この式で求めた観測点ごとの

Mの標準偏差は士 0.5程度である.
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